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◯ 本日はご多用のところ、お集まりいただき、

誠にありがとうございます。

◯ それでは、決算概要についてご説明させていただきます。
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◯ まず、発表のポイントはご覧の２点です。

◯ １点目は２０１５年度の実績です。

テレビなど意図した販売の絞込みや事業縮小に加え、

ソーラーやＩＣＴ関連事業の悪化等により、

売上高は前年から減少したものの、収益体質の強化、

特に白物家電やバーティカルソリューション事業の貢献により、

増益となりました。

◯ ２点目は２０１６年度の見通しについてです。

３月３１日の事業方針発表でご説明しましたとおり、

２０１６年度は、将来の成長に向けた「足場固めの年」として

位置づけております。

意思を込めて固定費を増加させ、車載や住宅等の高成長事業への

先行投資を積極的に実行いたします。
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◯ 初に、２０１５年度の決算概要をご説明します。
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◯ 売上高は前年比９８％、

為替影響を除いた実質ベースでは９６％となりました。

◯ 営業利益は、前年から３３８億円増加の４,１５７億円、

当期純利益は、１３８億円増加の１,９３３億円、

いずれも公表値を上回る実績となりました。

◯ ＲＯＥは、１１．０％となり、前年度からは０．４ポイント

改善しております。
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◯ 次に、地域別の売上高の増減をご説明します。

◯ まず為替影響ですが、新興国通貨安や、

第３四半期以降の円高進行があったものの、

年間では、１,１９２億円のプラス影響がありました。

◯ 地域別に、為替影響を除く実質ベースで見ますと、

日本は、白物家電の販売は好調でしたが、

ソーラーや、ＩＣＴ関連デバイスの落ち込みもあり、全体では減収。

◯ 米州は、車載関連やバーティカルソリューション事業は好調でしたが、

テレビの販売絞込み、ノートＰＣの販売低迷が響き、減収。

◯ 欧州は、テレビは減収となりましたが、エアコンなどが堅調に推移し、

増収となりました。

◯ アジアは、白物家電が伸長したものの、デバイス関連の落ち込み

により、減収。

◯ 中国は、エアコンの苦戦に加え、デバイス関連が総じて

低調に推移したため、大きく減収となりました。
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◯ 続いて、要因別に営業利益の増減をご説明します。

◯ 減益要因として、販売減の影響に加えまして、

主に下期において、為替のマイナス影響がありました。

これに対しまして、構造改革効果を含む固定費の削減や、

材料合理化の取り組み、事業構成の良化などでカバーし、

前年からは３３８億円の増益となりました。
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◯ こちらは、営業外損益等です。

◯ 営業外損益は、事業構造改革費用６５８億円に加え、

二次電池、ブラウン管等に関する訴訟関連費用として、

６９１億円を計上したこともあり、

１,９８７億円のマイナスとなりました。

この結果、税引前利益は２,１７０億円となりました。

◯ 一方、法人税等におきまして、足元の収益状況の改善に加え、

連結納税の導入を決定したことで、利益の安定性が

向上したことなどにより、連結決算上、過去に取り崩した

繰延税金資産を再計上いたしました。

これには、パナソニック株式会社見合い１,３２８億円や、

子会社での再計上分が含まれています。

◯ この結果、当社株主に帰属する当期純利益は

１,９３３億円となりました。
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◯ 資金の状況はご覧の通りです。

◯ 全社を挙げたキャッシュ創出の取り組みの結果、

フリーキャッシュフローは１,２４４億円。

公表値であります、戦略投資を除くベースでは、

目標の２,０００億円を上回る、２,２２９億円となりました。

◯ キャッシュ化速度は３０日と、前年から６日改善しております。

◯ ２０１５年度末のネット資金は、円高の影響を受けて減少し、

２,９３８億円となりました。

◯ なお、期末配当につきましては、当社の配当方針に則り、

２月に公表しました予想額から、１円増額させていただきます。



Copyright (C) 2016 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 9

◯ 続いて、セグメント別の実績です。

◯ 売上は、ＡＶＣネットワークスのみが増収、

営業利益は、アプライアンスとＡＶＣネットワークスで増益、

エコソリューションズとオートモーティブ＆インダストリアル

システムズは減益となっております。
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◯ セグメント別に売上と営業利益の対前年増減をグラフで

表しますと、ご覧の通りとなります。

◯ まずアプライアンスですが、売上は、

テレビ事業の販売絞り込みによる減収が大きく、

白物家電の増収などでカバーできず減収となりました。

営業利益は、白物家電のプレミアム戦略による収益良化と、

テレビの黒字化により増益となりました。

◯ エコソリューションズは、ソーラーの落ち込みが大きく影響し、

売上・営業利益ともに減少いたしました。

◯ ＡＶＣネットワークスは、モビリティ事業、コミュニケーション事業の販

売不振があったものの、バーティカルソリューション事業が

牽引し、増収増益となりました。

◯ オートモーティブ＆インダストリアルシステムズは、

車載・産業向けの販売は伸長したものの、

事業の縮小・撤退影響に加え、ＩＣＴ関連の電池・デバイスが

落ち込んだ影響で減収となりました。

営業利益については、二次電池やインダストリアル事業の

不振により、減益となっております。
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◯ 大規模６事業部とテレビ事業部の業績はご覧の通りです。

◯ インフォテインメントシステムの減益は、

将来の成長に向けた開発投資の増加によるものです。

◯ 二次電池は、ノートＰＣなどＩＣＴ向けの販売が

大きく落ち込んだことにより、減益となっております。

◯ テレビは、合理化や固定費削減に加え、４Ｋに代表される

プレミアム商品の増販などにより、営業利益は大きく改善し、

８年ぶりの黒字を達成いたしました。
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◯ ここからは、２０１６年度の年間業績見通しについてご説明します。
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◯ まず、ＩＦＲＳの任意適用についてご説明いたします。

◯ 昨年４月に発表しましたとおり、当社は２０１６年度末から

ＩＦＲＳを任意適用いたしますが、決算における開示の

スケジュールは、ご覧の通りとなります。

◯ 第３四半期までは、全社の決算としては、米国会計基準を

適用いたしますが、内部の経営管理は、第１四半期より、

ＩＦＲＳにて行ってまいります。

従いまして、各セグメントおよび事業部の数値につきましては、

第１四半期より、ＩＦＲＳにて、ご説明させていただきます。

◯ 本日ご説明します、２０１６年度の業績見通しは、

ＩＦＲＳベースとなっております。

13



Copyright (C) 2016 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 14

◯ 連結業績見通しはご覧の通りとなります。 ご参考として、

表の右側に米国会計基準での見通しを併記しております。

◯ 主な会計基準の差異は、連結範囲の相違や、

営業外損益の定義の違い、開発費の一部資産化などであります。

◯ ２０１６年度の売上高は、前年並みの７兆６,０００億円、

為替影響を除いた実質ベースでは、１０３％となる見通しです。

◯ 調整後営業利益は３,８５０億円。この項目は従来の営業利益に

近い項目であり、将来成長に向けた固定費の増加により、

減益を見込んでおります。

◯ その他損益は、従来の営業外損益に近い項目ですが、

前年からは大きく改善いたします。

◯ この結果、営業利益は、７９７億円増益の３,１００億円、

当期純利益は、１４６億円減益の１,４５０億円を見込んでおります。

◯ フリーキャッシュフローは、戦略投資を除くベースで

１,５００億円以上を目標とします。

ネット資金の水準につきましては、戦略投資の実行によって

変動するものの、基本的には、プラスの状態の維持を目指します。

機動的な戦略投資の実行と、財務体質強化の両立を

図ってまいります。

◯ 為替の前提は、ご覧の通りです。

足元では、この水準から円高が進行しておりますが、その変動影響を

可能な限り吸収し、ご覧の利益水準をしっかりと維持いたします。
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◯ 続いて、営業利益の要因別増減について、前年対比の観点から、

調整後営業利益とその他損益に分けてご説明します。

◯ まず、調整後営業利益は、右側に示しておりますとおり、

前年から２８２億円の減少を見込んでおります。

これは、車載・住宅・ソリューション事業などの

高成長事業において、

将来に向けた先行投資を積極的に実行することに伴い

固定費が大きく増加することによるものです。

◯ 「その他損益」には、前年度までの「営業外損益」のうち、

金融収支と為替損益以外の項目が含まれますが、

事業構造改革費用の減少や、昨年度に訴訟関連費用を

計上したこともあり、大幅に改善する見込みです。

なお、２０１６年度の事業構造改革費用として、

１７５億円を想定しております。
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◯ ここからは、セグメント別の見通しについてご説明いたします。

◯ 利益につきましては、各セグメントにおける、

調整後営業利益、その他損益、営業利益を示しております。

◯ 各セグメントの見通しはご覧の通りでございます。

◯ なお、先ほどご説明しました固定費の増加は、

各事業セグメントにおける先行投資のほか、

「その他」におけるパナホームに加え、「消去・調整」においても、

セグメントに直接帰属しない費用を見込んでおります。
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◯ 続いて、セグメントごとに説明いたします。

初にアプライアンス、製販連結ベースの見通しです。

◯ 今年度より、右のグラフで示しております事業区分にて、

業績の説明をさせていただきます。

なお、各区分の対象事業は 後のページに記載しております。

◯ ２０１６年度は、主要な地域で、ご覧のような経営環境を

想定しており、

売上高は、ハスマン社の新規連結による食品流通の増加、

また、エアコン事業や、冷蔵庫・洗濯機等で構成される

メジャー事業が販売増を牽引し、

為替を除く実質ベースで１０７％の増収となる見通しです。

◯ 調整後営業利益は、

販売増や収益体質の改善に伴うエアコンの増益、

日本・アジア・中国における、コンシューマー商品のプレミアム化、

ハスマン連結化などにより、増益となる見通しです。
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◯ 主要な事業別の見通しはご覧のとおりとなります。
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◯ 続いてエコソリューションズです。

◯ ２０１６年度は、ご覧のような経営環境を想定しており、

売上高は、ライティングとパナソニックエコシステムズが

牽引役となり、為替を除く実質ベースで１０４％の増収を

見込んでおります。

◯ 調整後営業利益は、

リフォームやエイジフリー事業の拡大のための人員増など、

先行投資による固定費の増加があるものの、

販売増や合理化等によりカバーし、増益となる見通しです。

事業別には、ライティングが増益を牽引いたします。
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◯ 主要な事業別の見通しはご覧のとおりであります。
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◯ 続いてＡＶＣネットワークスです。

今年度より、ご覧の事業区分にてご説明いたします。

◯ ２０１６年度は、事業分野ごとにご覧のような経営環境を

想定しており、

売上高は、４つのカテゴリー全てで増収を見込んでおります。

為替を除く実質ベースで１０４％の増収であります。

◯ 調整後営業利益は減益の見通しです。

事業別には、増収となるモビリティ、映像・イメージング、

コミュニケーションで、それぞれ増益となる見込みですが、

ソリューション事業では、前年度に特需があったことに加え、

グローバルでの体制強化に向けた先行投資により、

減益を見込んでおります。
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◯ 事業別の見通しはご覧のとおりであります。
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◯ 続いて、オートモーティブ＆インダストリアルシステムズです。

◯ ２０１６年度は、各事業分野において、

ご覧のような経営環境を想定しており、

売上高は、エナジーとファクトリーソリューションが牽引し、

為替を除く実質ベースで、１０２％の増収を見込んでおります。

◯ 調整後営業利益は、

成長分野である車載・産業向けでの積極投資により、

固定費が増加することから、減益となる見通しです。

◯ 営業利益は、前年度に、訴訟関連および市場品質対応等の

一時費用があったことから、増益となる見通しです。
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◯ 事業別の見通しはご覧のとおりです。

◯ なお、エナジー事業では、

今後市場拡大が想定される車載電池について、

お客様の需要に応えるため、しっかりと投資をしてまいります。
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◯ こちらは、大規模６事業部とテレビ事業部の見通しです。

２０１６年度におきましても、継続してお示しいたします。

◯ 未だに収益性が十分でない

ハウジングシステム、テレビにつきましては、引き続き、

収益改善に拘った取り組みを推進してまいります。

◯ 二次電池については、成長が期待できる車載・産業分野への

積極投資により、ＩＣＴ分野の縮小をカバーしてまいります。

25



Copyright (C) 2016 Panasonic Corporation All Rights Reserved. 26

◯ 決算の説明は以上になりますが、ここで、３月３１日に発表しました
事業方針の補足説明をさせていただきます。

◯ ２０１６年度以降、事業部を、立地や競争力に応じて、ご覧の３つの区分に
分類し、メリハリある事業戦略を実行していくとご説明いたしましたが、
このうち、「収益改善事業」の取り組みを少し詳しく説明いたします。

◯ このカテゴリーは、 ２０１５年度時点で、営業利益率が５％未満の事業のうち、
大きな市場成長が見込みにくい事業と定義しています。

◯ 既に収益改善に向けた方向付けを行ったテレビ、液晶パネル、半導体も、
ここに含まれます。 このうち、テレビにつきましては、不採算商品や販路の

絞り込み、徹底した固定費削減の取り組みなどにより、着実に成果が出ており、さらな
る改善に取り組んでいます。

◯ 新たに課題として認識した事業には、２０１５年度に業績が悪化した、
ＩＴプロダクツや、コミュニケーションプロダクツなどがあります。

◯ 収益改善に向けた取り組みとしまして、
ＩＴプロダクツは、前年度の不振の原因となった北米におきまして、
マーケティングと、商品力の強化により、建て直しを図ります。
コミュニケーションプロダクツは、固定電話の寡占化推進に加え、
ホームネットワーク事業を拡大いたします。

◯ これらの取り組みに加え、
ＡＶＣネットワークス関連の事業では、更なる事業環境の変化も想定しながら、
追加的な施策についても、並行して検討を行っております。

◯ この結果、２０１６年度の調整後営業利益においては、
収益改善事業合計で改善を見込んでおります。

◯ 一方で、車載・住宅・ソリューション等の高成長事業を含む事業部については、
積極的な先行投資を実施することにより、全体では減益となる見通しです。

◯ このような、成長に向けた足場固めを行うことで、
２０１８年度には、増収増益の実現・定着を目指します。
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◯ なお、３月３１日に発表しました、２０１８年度の経営目標数値を

ＩＦＲＳベースに置き換えますと、ご覧のとおり、

営業利益４,５００億円、当期純利益２,５００億円以上となります。
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◯ 説明は以上となります。

今後も、当社へのより一層のご理解とご支援をお願いいたします。
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